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第３章  

国・東京都の動向と 

千代田区の住宅を取り巻く課題  
 

 

 

 

 

 

国や東京都の住宅政策の動向と 

千代田区の住まい・住環境を取り巻く課題を整理しています。 
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１ 国・東京都の動向 

 

国・東京都の住宅政策の動向や社会情勢の変化は以下のとおりです。 

 

１－１ 国の住宅政策の動向 
本格的な少子高齢社会・人口減少社会の到来、住宅ストック量の充足等の社会経済情勢の変化を踏

まえ、平成 18年 6月、40年間にわたって住宅の「量」の確保を主眼としてきた「住宅建設計画法」

が廃止され、住生活の「質」の向上を目指し、国民の住生活の安定の確保及び向上を促進する「住生

活基本法」が制定されました。 

これに伴い、市場重視と消費者利益の保護、ストック重視、住宅セーフィティネットの構築、福祉・

まちづくり・環境等の分野との連携強化、地域の実情を踏まえたきめ細かな政策展開、住宅関連産業

の健全な発展などを目指した政策が展開されてきました。 

また、平成 23 年の「高齢者住まい法」の改正により、サービス付き高齢者向け住宅の供給が推進

されています。 

 
① 量の確保から質の向上へ 

昭和 48 年にすべての都道府県で住宅数が世帯数を上回ったことを契機に、住宅政策の重点は住

宅ストックの質の向上や良好な住環境の確保に移行してきました。 

その結果、床面積を中心とするわが国の居住水準はかなりの改善がみられ、半数以上の世帯が誘

導居住面積水準に達しています。ただし、大都市圏の借家を中心に、最低居住面積水準、誘導居住

面積水準ともに未だに達成していない世帯も多く、さらなる改善を図ることが課題とされています。 

 

② 市場重視と消費者利益の保護 

社会経済情勢や居住ニーズの変化に対応し、住宅に求められる質が多様化・高度化してきていま

す。 

これに応えるためには、健全な市場を形成し、活用を図ることと併せ、供給者や取引相手に比べ

て専門的知識や経験等が少ない消費者の利益を保護することが必要として、住宅性能表示制度等に

よる情報提供、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律の施行などが進められています。 

 

③ ストック重視 

住宅が量的に充足された一方、環境・資源・エネルギー問題が深刻化する中で、住宅を「作って

は壊す」社会から、「いいものを作って、きちんと手入れして、長く大切に使う」社会へと移行し、

住宅を社会全体の資産として活用していくことが求められています。 

既存ストックを有効に活用するとともに、良質な住宅ストックを形成し、それが適切に維持管理

され、円滑に流通する循環型市場の形成をめざし、住宅性能表示制度の創設、住宅性能水準や居住

環境水準の明確化などの制度充実が進められています。 
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④ 福祉・まちづくり等との連携強化 

住まいに関するニーズが多様化・高度化するなか、住宅行政のみではニーズへの対応が困難であ

り、福祉、まちづくり、環境、教育などの行政分野との一層の連携強化を図ることが求められてい

ます。 

例えば、住宅困窮者のためのセーフティネットの構築が課題となるほか、歩いて暮らせるコンパ

クトな都市づくりに寄与する街なか居住の推進、介護・医療と連携して高齢者を支援するサービス

付き高齢者向け住宅、住宅エコポイントの創設などが進められています。 

 

⑤ 地域の実情を踏まえたきめ細かな政策展開 

地域の実情を最もよく把握している地方自治体が、その主体性と総合性を発揮することが期待さ

れています。 

また、地域住民をはじめ、ＮＰＯ、企業、専門家等の緊密な連携によるきめ細かな施策展開が必

要であることを踏まえ、「『新たな公』によるコミュニティ創生支援モデル事業」「『新しい公共』の

担い手による地域づくり活動環境整備に関する実証調査事業」などが実施されています。 

 

⑥ 住宅関連産業の健全な発展 

住宅市場において、質・価格両面で魅力ある住宅や関連サービスが提供されるためには、これら

に対応できる健全な住宅関連産業の発展が必要です。 

住宅関連産業における品質管理、コスト削減、環境対策、地域の中小住宅生産者の支援、それら

の基盤となる技術開発の支援・誘導、技術者の育成・技能の継承等を進めるため、中小住宅生産者

を対象に助成を行う長期優良住宅普及促進事業、マンション管理組合等をモデル的に支援するマン

ション等安心居住推進事業、民間事業者に対する住宅・建築関連先導技術開発助成事業等の実施、

住宅履歴情報の蓄積・活用方策の検討などが進められています。 

 

⑦ マンションをめぐる課題への対応 

分譲マンションの適正な維持管理や、老朽化に対応した建替え促進・耐震性の向上が全国的な課

題になっています。 

特に小規模な分譲マンションについては、管理組合の運営が組織的に行われていない、長期修繕

計画が未作成、修繕積立金が不足するなどの問題がみられます。 

また、ワンルームマンションでは、地域との関わりが薄く、入居者マナーの不徹底などにより近

隣とのトラブルが生じがちであるという課題もあります。 

建築から一定程度の年数が経過したマンションも増加している中で、これらの課題解決に向け、

居住者が積極的に関わっていけるような支援策が必要となっています。 
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□住生活基本計画（全国計画）の概要 
平成 23年 3月 15日に閣議決定された住生活基本計画（全国計画）では、ハード面（広さ等）に加

え、ソフト面の充実により住生活を向上させること、老朽マンション対策など住宅ストックの管理・

再生対策を推進すること、新築住宅市場に加え、既存住宅流通・リフォーム市場の整備を推進するこ

とについて明記されました。 

○趣旨 

・住生活基本計画（全国計画）（平成 18 年 9 月 19 日閣議決定）は、住生活基本法に基づき、住生活

の安定の確保と向上の促進のための基本的施策を定めたもの。   

・旧計画は平成 18年度から 27年度までの 10か年の計画であるが、同計画において概ね 5年毎に見

直すこととされており、これに基づき、平成 23 年 3 月 15 日に平成 23 年度から 32 年度までを計

画期間とした新計画を閣議決定した。 

 

○計画の目標と基本的な施策 

目標１ 安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築  
住宅の品質・性能の向上や居住環境の整備を図るとともに、住生活の安心を支えるサービスが提供

される環境の実現を図ります。  

 

①住生活の安全を確保する住宅及び居住環境の整備  

・耐震診断、耐震改修等の促進  

・密集市街地の整備 等  

（指標）耐震性を有する住宅ストックの比率【79％（平成 20年）→95%（平成 32年）】 等  

 

②住生活の安心を支えるサービスが提供される環境の整備  

・サービス付きの高齢者向け住宅の供給促進  

・公的賃貸住宅団地等における生活支援施設の設置促進 等  

（指標）高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合【0.9%（平成 17年）→3～5％（平成 32年）】等  

 

③低炭素社会に向けた住まいと住まい方の提案  

・住宅の省エネルギー性能の向上  

・地域材を活用した住宅の新築・リフォームの促進 等  

（指標）省エネ法に基づく届出がなされた新築住宅における省エネ基準（平成 11年基準）達成率 

【42％(平成 22年 4月-9月)→100％（平成 32年）】  

 

④移動・利用の円滑化と美しい街並み・景観の形成  

・住宅及び住宅市街地のユニバーサルデザイン化  

・景観計画、景観協定等の普及啓発 等  
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目標２ 住宅の適正な管理及び再生  
住宅ストックの適正な管理の促進、特に急増する老朽マンション等の適正な管理と再生を図ります。  

・住宅の維持管理情報の蓄積  

・マンションの適切な管理・維持修繕の促進 等  

（指標）25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金を設定している分譲マンション管理組合の割合 

【37%（平成 20年）→70%（平成 32年）】 等  

 

 

目標３ 多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備  
国民一人一人が、それぞれのライフスタイルやライフステージに応じた住宅を無理のない負担で安

心して選択できる住宅市場の実現を図ります。  

 

①既存住宅が円滑に活用される市場の整備  

・瑕疵担保保険の普及、住宅履歴情報の蓄積の促進  

・リフォーム事業者に関する情報提供の促進、地域の工務店等のリフォーム技術の向上 等  

（指標）既存住宅の流通シェア【14%（平成 20年）→25%（平成 32年）】 等  

 

②将来にわたり活用される良質なストックの形成  

・住宅性能表示制度の見直し（評価項目の簡素化）  

・長期優良住宅制度の見直し（共同住宅の認定基準の合理化）  

・木材の加工・流通体制の整備、木造住宅の設計・施工に係る人材育成、伝統的な技術の継承・発展 等  

（指標）新築住宅における長期優良住宅の割合【8.8％（平成 21年）→20%（平成 32年）】 等  

 

③多様な居住ニーズに応じた住宅の確保の促進と需給の不適合の解消  

・長期・固定型住宅ローンの安定供給、税制上の措置  

・住替え支援の推進 等 

 

 

目標４ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保  
市場において自力では適切な住宅を確保することが困難な者（高齢者、障害者、子育て世帯等）に

対する、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築を図ります。  

 

・公営住宅等の適切な供給  

・民間賃貸住宅への円滑な入居を促進する居住支援協議会への支援強化 等  

（指標）最低居住面積水準未満率【4.3%（平成 20年）→早期に解消】 等  
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１－２ 東京都の住宅政策の動向 
東京都では平成 3年度に第 1次住宅マスタープランを策定して以来、5年ごとに改定を行ってきてお

り、平成 23年度に第 5次の住宅マスタープランが策定されました。 

 

○ 東京都住宅マスタープランの体系 

図 67 東京都住宅マスタープランの体系 
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○東京都住宅マスタープランの政策指標 

 

 
表 25 東京都住宅マスタープランの政策指標 
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２ 千代田区の住宅を取り巻く課題 

 

千代田区の住まい・住環境を取り巻く主な課題として、以下の事項が考えられます。 

平成 16 年度に「千代田区第二次住宅基本計画」を策定して以降、千代田区の住宅を取り巻く環境は

大きく変化しており、多様化するニーズに対応しながら地域特性や時代に即した住宅施策を展開してい

くためにも、住宅基本計画改定の必要性が高まっています。 

 

１．多様な住まい方への対応 

昭和 30 年頃から続いてきた人口減少が平成 7 年を底に増加に転じて以降、現在に至るまで人口増加

が続いており、「千代田区第三次長期総合計画」で目標としてきた「人口 5 万人」にも近づきつつあり

ます。 

 しかしながら、近年の人口増加は居住における流動性が高い単身世帯の急増によるところが大きく、

したがって、千代田区に住み続けたい・新たに住みたいと願う様々な人々の都心居住や定住を推進しな

がら、「多様なくらしに応じた住まいを選択できるまち」を目指していくことは、引き続き課題となっ

ています。 

 

２．高齢者・障害者・子育て世帯などの安心居住 

２－１ 高齢者がいる世帯 

高齢者人口の比率は平成 7 年頃から 20％前後で横ばいとなっていますが、高齢者人口は増加が続い

ており、人口構成等を考慮すると今後も高齢者の増加は続くものと考えられます。高齢者の定住意向は

特に高く、また、高齢者になってからも自宅で暮らし続けたいとの要望が強い傾向にあります。福祉施

策とも連携しながら、住み慣れた地域・住み慣れた住宅で高齢者が住み続けられるよう、ハード・ソフ

ト両面から支援していくことが課題となっています。 

 

２－２ 子育て世帯 

近年は子育て世帯数が緩やかな増加傾向にある一方で、千代田区の家賃水準は特に高く、ファミリー

世帯が求める広さの住宅を確保することは容易ではありません。住宅だけでなく、保育園や学校など子

育て環境に対して幅広いニーズがある中で、都心区としての利便性を活かしつつ、育児・教育等の分野

とも連携しながら、子育て世帯が安心して住み続けられる住環境の整備を進めていくことが課題となっ

ています。 

 

２－３ 住宅セーフティネット 

平成 19年に住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭など）

が各世帯に適した賃貸住宅を確保できるよう、住宅セーフティネット法が制定されました。様々な世帯

に対して適切に対応しながら居住の安定を確保するために、公共住宅や家賃助成・入居支援とともに、

民間事業者やＮＰＯなど様々な主体との連携や、福祉・雇用など他分野との連携も含めて、住宅セーフ

ティネットの充実を図っていくことが課題となっています。 
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３．安全・安心で良質な住環境の形成 

３－１ 防災性の向上 

昭和 55年以前に建築された住宅は減少傾向が続いているものの、平成 20年現在で約 5,650戸ありま

す。このような旧耐震設計基準の住宅や、老朽化したマンションの耐震化を進めていくためには、所有

者及び居住者の理解や協力が不可欠です。平成 23 年に発生した東日本大震災の影響等により住まいの

防災性向上に対する関心も高まっている中で、住宅ストックのより一層の安全性向上に向けて取り組ん

でいくことが課題となっています。 

  

３－２ 地域コミュニティ 

地域における住み心地の良さの維持・向上や、災害時などに地域の安全を自分たちで守る「共助」に

おいて、地域コミュニティが担う役割は小さくありません。20～30 代の若い世代や賃貸マンション居

住者の町会加入率が特に低い状況にありますが、地域住民の活力をコミュニティの形成・活性化へとつ

なげていくために、住宅施策からもアプローチしていくことが課題となっています。 

 

 

４．良質な住宅ストックの形成 

４－１ 既存住宅ストックの有効活用・再生 

区民の約 85％が共同住宅に居住していますが、今後建築から一定の年数が経過したマンションが増加

していく中で、大規模改修や建替えによるマンション再生の重要性が増すと考えられます。マンション

の計画的な修繕による長寿命化や、改修・建替えの円滑な実施を図りながら、既存住宅ストックの長期

活用や良好な住宅ストックの形成を推進することが課題となっています。 

 

４－２ マンション管理の適正化 

 マンションにおける良好な居住環境の維持のためには、マンション管理が適切になされていることが

重要となりますが、維持管理に関する専門知識や合意形成など、適正な管理を行っていくために解決し

なければならない問題は少なくありません。マンション管理組合や賃貸マンション所有者等の自主的な

取り組みに対する支援を中心に、マンション管理の適正化を進めていくことが課題となっています。 

 

４－３ 住宅の環境性能 

 千代田区では、経済と環境とが共生する社会を目指して平成 19 年に「地球温暖化対策条例」を策定

しました。また、平成 21 年には低炭素社会の実現に向けた先導的な役割を果たす自治体として、国か

ら「環境モデル都市」に選定されました。東日本大震災以降、環境負荷の軽減や節電対策への関心が一

層高まっている中で、住宅分野においても、環境負荷の小さい住まいづくりに関する技術や環境性能の

高い住宅の普及・促進などが課題となっています。 
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